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2025 年度社会福祉法人カメリア事業報告 

 

1、2025 年度の総括 

 

当法人は、2026年 3⽉現在において、児童心理治療施設 1施設、 幼保連携型認定こども園 1施設、保育

所 4 施設、小規模保育事業 4 施設、 放課後児童健全育成事業 4 施設、 共同生活援助事業グループホー

ム 1施設の計 15事業を運営した。 

 

2025年度は、「かめりあ富の原保育園」が 2年目を迎え、隣接していた「かめりあ保育園」の移設完了に

伴い保育エリアを拡大し、子どもたちがよりゆとりを持って活動できる環境を整えた。また、「大村椿の

森学園」の多機能化・高機能化事業である「子どもと親の心理支援センター つばきの実」は、開設から

実質 2 年目を迎え、親子への直接支援が 388 件に達するなど、地域の支援ニーズへの定着が着実に進ん

だ。 法⼈全体として、既存事業の安定運営、保育・ 療育の質向上、ICT の活用推進、情報発信の強化、

安全管理の徹底、および⼈材の確保と定着に重点を置いた年度となった。各施設においては、定員充足や

高い入所率の達成、地域⽀援の充実、ICT導⼊による業務効率化、職員の有給休暇取得率向上などの成果

を上げた。 

一方で、法人全体を取り巻く課題として、少⼦化や地域人口動態の変化に伴う園児確保の難化、職員採用

難、光熱費や設備更新費等のコスト増加が顕在化した。また、職員間の情報共有体制や、研修体制の再構

築といった課題も浮き彫となった。 

 

 

●児童心理治療施設 

平均入所児童数 37名を維持する一方で、処遇困難事案への対応や被措置児童等虐待防止に向けた取り

組み（外部講師による研修や対話の機会増加）を重点的に行った。 

●保育施設 

少子化の影響により「いちょう保育園」がある大崎市等では乳幼児数が減少傾向が顕著。各園で特色あ

る保育（かめりあ天空の森保育園での「かがくタイム」導入、あじさい保育園での「異年齢交流」強化

など）を推進し、利用者に選ばれる園づくりを継続した。 

●人材確保・育成 

全体として有給休暇取得率は 80%以上（大村椿の森学園 85.5%、かめりあこども園 83.6%、かめりあ上

諏訪 91.8%など）を維持し、働きやすい環境づくりに努めた。一方、中途採用や欠員補充の難しさは依

然として課題であり、ICT の活用による業務負担軽減も進めた。 

●施設整備 

・大村椿の森学園 

4 人部屋を改築し、プライベートが確保される環境への整備を図った。 

・保育施設 

ICTシステム「コドモン」の導入により、登降園管理やお便り配信、保護者アンケートのデジタル



化を推進した。 

・かめりあ三城ビル（小規模保育園、学童、GH） 

外壁補修工事を実施し、安全性の向上を図った。 

 

 

2、各事業所の実績概要 

 

施設名 所在 定員 2025 年度の特徴・実績 入所率・利用者数 

児童心理治療施設 

 大村椿の森学園 大村市 55名 
職員の専門性向上、虐待防止、つばき

の実の充実 
入所率 92％ 

幼保連携型認定こども園 

 かめりあこども園 大村市 190名 
ICT「コドモン」本格運用、定員構成

の見直し 
入所率 116％ 

保育園 

 あじさい保育園 市川市 100名 
異年齢交流の活発化、地域（妙典中等）

との連携 
入所率 97％ 

 いちょう保育園 大崎市 90名 
「いちょうマルシェ」等の発信強化、

玄関改修 
入所率 96％ 

 かめりあ天空の森 

保育園 
大村市 105名 

「かがくタイム」導入、省エネ活動で

基本料金削減、森のひろば開催 
入所率 110％ 

 かめりあ富の原 

保育園 
大村市 50名 入所率の増加、保育スペース拡張 入所率 112％ 

小規模保育園 

 かめりあ保育園 大村市 12名 
農業体験の継続、小規模保育園交流の

実施 
入所率 119％ 

 かめりあ三城保育園 大村市 14名 
自主研修制度導入、外壁工事に伴う安

全確保 
入所率 110％ 

 かめりあ三城 

第二保育園 
大村市 12名 

法人内小規模園交流会の実施、外壁工

事に伴う安全確保 
入所率 119％ 

 かめりあ上諏訪 

保育園 
大村市 12名 職員の強みを生かした業務分担 入所率 117％ 

放課後児童健全育成事業 

 かめりあ児童 

クラブ A・B・C 
大村市 

各 

40名 

合同レク 3回実施、利用者数は過去

最大 

平均児童利用数 

31名 

 かめりあ三城児童 

クラブ 
大村市 40名 

外壁工事に伴う安全確保、入所待機

者 4名 

平均児童利用数

33名 



共同生活援助事業 

 元気ハウス 大村市 11名 
単身生活への移行が複数名あり、外壁

工事に伴う安全確保 
入居率 73％ 

 

 

●大村椿の森学園 

地域⽀援センター「つばきの実」 にて⼼理⽀援 388 件を実施。虐待再発防止研修を実施した。 

PCIT実践心理士の養成が課題となった。 

●かめりあこども園 

ICT（コドモン） の導入及び本格運用、SNS発信強化、幼保⼩接続カリキュラムの作成に努めた。 

中堅職員 5名が産休育休取得（離職者 0名）。1号認定の減少に伴い次年度定員変更を予定。 

●いちょう保育園 

有給休暇取得率 100%を達成。Instagram発信、Google フォーム活用、玄関改修を実施した。 

定員未充足となり少子化対応と適正定員の検討が課題となった。 

●あじさい保育園 

地域交流や連携強化に努めたが定員未充足となった。苦情通報が 2件、設備老朽化への対応が課題と 

なった。 

●かめりあ天空の森保育園 

かがくタイムや縦割り保育の実践、ICT導入に努め、 節電取組により電気料金削減見込、保護者への 

情報発信強化が課題となった。 

●かめりあ富の原保育園 

施設拡張に伴いゆとりある空間での保育実践、開設 2年目で定員充足率 110％超。職員採用への対応が 

課題となった。 

●かめりあ保育園 

カリキュラム会議が定着。職員間の情報共有精度の向上が課題となった。 

●かめりあ三城保育園、かめりあ三城第二保育園 

自主研修の導入を含め多様な研修の実施。 個別支援の充実に努めた。 職員間情報共有と ICT運用が 

課題となった。 

●かめりあ上諏訪保育園 

法人内交流を通じた主体的保育を実践。 休憩とデスクワークの切り分け、ICT 活⽤が今後の課題 

となった。 

●かめりあ児童クラブ A・ B・ C 

 3 クラブ合計の利用児童数が初めて 100 名を超え、合同レクリエーションを年 3 回実施、安全管理を

強化した。外部研修機会の減少による研修実績の低下が課題となった。 

●かめりあ三城児童クラブ 

合同レクリエーションを年 3回実施し、徹底した安全点検を実施。研修機会の減少に伴う職員教育が 

課題となった。 

●グループホーム元気ハウス 

委員会活動を 16回実施し充実を図った。年度末の空室 2室への対応が課題となった。 



 

3、財務状況の概要 

 

2025年度の事業活動収入は 15億 7,004万 6,157円となり、前年度（14億 6,219 万 8,835円）から約 1億

780 万円増加した。しかし、人件費支出も 11 億 8,454 万 1,194 円（前年比約 9,780 万円増）と増加して

おり、収入の伸びの多くを人件費が占めた。人件費率は約 75.4%となり、物価やエネルギーコストの上昇

も相まって、引き続き精緻な経営管理が求められる。 

 

資⾦収⽀の状況（単位： 円） 

事業活動収⼊計 1,570,046,157 

事業活動⽀出計 1,457,731,125 

事業活動資⾦収⽀差額 112,315,032 

施設整備等資⾦収⽀差額 △ 48,102,181 

その他の活動資⾦収⽀差額 △ 53,110,479 

当期資⾦収⽀差額合計 11,102,372 

前期末⽀払資⾦残⾼ 188,090,708 

当期末⽀払資⾦残⾼ 199,193,080 

 

 

4、法人本部、全事業所に係る概要 

 

● 理事会、評議員会 

法人経営に伴う意思決定、組織統制と牽制を図るため、理事会 7回、評議員 1回を開催した。また、各事

業所の運営状況と課題を把握するため、管理運営会議を 12回実施した。 

・役員数  評議員 7名、監事 2名、理事 6名 

・理事会  7回開催 2025年 5月 29日、6月 18 日、8月 27日、10月 22日、12月 18日 

2026年 2月 26日、3月 19 日 

・評議員会 1回開催 2025年 6月 18日 

 

●人材育成（法人合同研修等） 

保育部門の担任向け研修交流会（2025 年 10 月 21 日～10 月 22 日）を法人全体で実施した。また、施設

長間で実施する「管理運営会議」を継続し、危機管理や財務管理も含めた報告の機会を設け、施設長の研

鑽を図った。「管理運営会議」では処遇困難な家庭や子どもの対応、児童福祉に関する社会的動向等、幅

広い事案を取り扱うことで、法人としての共通理解を図る取り組みも進めた。 

 

●人事労務に関する規定見直し 

人事労務に関する諸問題に対応するため、服務規律の制定を含めた規定の見直しを図った。2026 年 4 月

から一部事業所を除き運用を開始する。 



 

●その他 

施設監査では一部施設において文書指摘及び口頭指摘があり、施設長を中心に改善策を検討し適宜対応

した。また、苦情対策は要綱に従い対応し、苦情解決第三者委員の活用までには至らなかった。 

 

 

5、地域貢献の概要 

 

乳幼児や児童に係る地域のニーズ、社会問題に幅広く貢献できるような取組みを実施した。2年目となる

大村椿の森学園の多機能化・高機能化事業として「子どもと親の心理支援センター つばきの実」では、

相談件数及び支援親子数は 2倍超となった。また、地域貢献活動として「フードバンクシステムによる、

ひとり親家庭生活困窮世帯への「宅（食）所」「健康」「相談」総合支援に関する運営」に引き続き参画し

た。 

 

●地域の子育て支援、人材育成に係る関係機関との連携 

 子育てや児童福祉に係る各種会議への参加、施設実習及び施設見学の受入れ、講師派遣 

 

 

6、2026 年度に向けた課題と方向性 

 

2025年度の実績および課題を踏まえ、 2026年度は以下の項目を重点事項として取り組む。 

 

• 少子化の中でも「選ばれる園」としての利用率の確保 

• 職員の採用、定着、育成の強化及び研修体制の充実 

• ICT の積極的活⽤と職員間における情報共有体制の標準化 

• 保護者および地域への情報発信の強化（SNS等の活⽤） 

• 老朽化を見据えた設備更新・ 修繕の計画的な実施 

• 虐待防止、人権擁護、安全管理の徹底、及び地域連携の継続強化 

 

 

以上 
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